
◎「議会の解散の請求代表者証明書の交付」の審査基準 
 
１ 申請を行うことのできる者 
議会の解散請求代表者は、徳島市の議会の議員及び長の選挙権を有する者でなければ

ならない。「選挙権を有する者」とは、公職選挙法第２２条の規定による選挙人名簿の登

録が行われた日において選挙人名簿に登録されている者をいう。 
ただし、次の者は代表者となることができない。 

(1) 公職選挙法第２７条第１項の規定により、選挙人名簿に選挙権の停止・失権、
転出の表示のなされている者 

(2) 死亡、国籍喪失などによって、選挙人名簿の登録が行われた日以後に公職選挙
法第２８条の規定により選挙人名簿から抹消された者 

(3) 徳島市選挙管理委員会の委員又は職員である者 
請求代表者となる者は、１人でも数人でもかまわない。ただし、数人の場合には、そ

のすべての者について、資格要件を具備していなければならず、一人でも無資格者がい

た場合には、請求を進めることができない。 
 
２ 申請することができない期間 
議会の解散請求は、議会の議員の一般選挙があった日から１年間及び地方自治法第７

６条第３項の規定による議会の解散請求に基づく解散の賛否投票のあった日から１年間

は行うことができない。 
 
３ 申請の方法 
「徳島市議会解散請求代表者証明書交付申請書」に「徳島市議会解散請求書」を添え

て申請しなければならない。 
交付申請は、午前８時３０分から午後５時までの間にしなければならない。 
解散請求代表者証明書交付申請書は、様式は定められていないが、次の事項を記載す

るものとする。 
(1) 徳島市議会解散請求代表者証明書の交付を申請する旨 
(2) 請求代表者となろうとする者の住所、氏名、生年月日及び性別 
(3) 申請日 
(4) 宛先（徳島市選挙管理委員会委員長あて） 
解散請求書の様式は、地方自治法施行規則第９条第１項の別紙様式の例によるものと

する。 
解散請求書には、請求の要旨（１，０００字（※）以内）、請求代表者の住所、職業、

生年月日及び性別を記載し、氏名を自署（盲人が公職選挙法施行令別表第１に定める点

字で自己の氏名を記載することを含む。）し、並びに押印することが必要である。 



※１，０００字の文字数について 
ア 句読点は、文字数に含まない。 
イ 要旨を項に分けて記載した場合の記号（１、２、３等）は、文字数に含む。 
ウ 要旨に別紙又は別表のとおりとした場合の別紙又は別表内の文字数は、別紙又は

別表がなければ請求の要旨が理解されえない場合には文字数に含むが、別紙又は別

表が単にそれらを証明し、又はより詳しく説明するものにすぎないような場合には、

文字数に含まない。 
 
４ その他 
請求代表者及び請求の要旨が全く同一の請求が既になされているときは重ねて申請す

ることができない。 


